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公共施設白書の作成にあたって 

 

 東久留米市は、昭和 30 年代初頭からの経済政策に伴い、東京圏を中心とする産業振興と労

働力の確保により人口が流入し、ひばりが丘団地、東久留米団地、滝山団地など、大規模な

団地が相次いで建設され、首都圏近郊の住宅都市として発展してきました。 

 そして、こうした「まち」の発展に伴い、昭和 30 年代後半から、教育施設を始めとした多

くの公共施設を整備してまいりました。 

 しかしながら、平成の時代に入り、人口の増加に陰りが見えはじめ、全国的な人口減少と

少子高齢化の急速な進展は、首都圏近郊の本市であっても、持続的な成長を続けることは容

易ではないことを示唆しています。この様な社会情勢のなか、これまで整備してきた公共施

設について、今後は時代の変化に合わせた施設のあり方や将来的な財政負担についても考え

ていかなければなりません。 

 こうした動きは、東久留米市固有のことではなく、国においては、平成 25 年 12 月に「イ

ンフラ長寿命化基本計画」を決定し、国や地方公共団体等が一丸となってインフラの戦略的

な維持・更新等を推進することとし、平成 26 年４月には、地方公共団体に対して、厳しい財

政状況が続く中で、今後、人口減少等により公共施設等の利用需要が変化していくことが予

測されることを踏まえた「公共施設等総合管理計画」の策定を要請しています。 

 本市では、この度、公共施設の効率的な管理運営や適正な維持更新を進めていくための取

り組みの第一歩として、施設の現状把握や将来推計に基づく課題整理を行うため、公共施設

白書を作成いたしました。 

 今後は、市民の皆様と情報を共有し、ご意見をいただきながら、本市の将来に向けた、公

共施設のあり方を検討していくとともに、効率的で適正な維持管理を推進してまいりたいと

考えております。今後とも、市民の皆様のご理解とご協力を心よりお願い申し上げます。 

 

 

平成 27 年５月 

東久留米市長 
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本書におけるデータの取扱いについて 

 

（１）公共施設の維持管理及び運営にかかる経費について 

 本白書に掲載している公共施設に関する情報は、平成26年７月に実施した公共施設の実

態調査に基づきます。公共施設の維持管理及び運営にかかる経費は、平成23年度～平成

25年度までの３カ年の平均値を使用しています。 

 公共施設の使用料は、平成26年６月１日に新料金体系に移行し、使用料免除規程を含め、

改定を行いました。ただし、本白書上では、平成23年度～平成25年度までの各年度の決

算値を用いているため、旧料金体系に基づく数値となっています。そのため、料金改定

による影響は反映されていません。 

 

（２）公共施設の面積・竣工年度について 

 公共施設の面積は、増築分を含めた面積を掲載しています。 

 公共施設を竣工年度別に比較する際、建築基準法の改正により新たな耐震基準が適用さ

れた、昭和57年度以降の竣工施設と昭和56年度以前とで区分けをしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）端数処理について 

 図表中の数字は、端数処理の関係で用途ごとに積み上げた数値と合計値が異なる場合が

あります。 

 

 

Ｓ56年度以前 38,375.0㎡ （81.7％） Ｓ57年度以降 8,601.0㎡ （18.3％）
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新耐震基準と旧耐震基準のさかい目 
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